
令和７年２月 27 日 

 

市民の皆様へ 

神戸市福祉局高齢福祉課 

 

 

認知症診断助成制度の高齢者保健事業データを活用した調査研究について 

 

神戸市は下記の研究を実施するため、認知症診断助成制度に関する既存情報を匿名化し、分析いたし 

ます。以下に研究の概要を公開いたします。本研究は、高齢者保健事業の向上を目的として実施するも 

のであり、何卒ご理解いただきますよう宜しくお願い申し上げます。 

 

１． 研究課題 

神戸市における認知症診断助成制度の実態 

 

２． 研究の目的 

我が国では、急速な高齢化の進展に伴い認知症の人が増加しているなか、2019 年６月に認知症施策

大綱が発表され、共生と予防についての施策を推進することが示されています。 

本市では、2019 年１月 28 日より、神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条例第 10 条の早期受診

につながる体制の確立並びに早期診断につながる施策として、全国に先駆けて認知症診断助成制度を

開始しました。この制度は、予防にも資するものであると考えられます。 

本研究の目的は、今後、認知症診断助成制度の高齢者保健事業として、より有用な制度となるよ

う、制度開始から約 4 年間の実施状況の実態を把握することです。 

 

３． 研究の対象 

2019 年２月１日から 2023 年３月 31 日までの間に神戸市認知症診断助成制度を利用した者を対象と

します。 

 

４． 研究の方法 

研究対象者に関する、認知症診断助成制度の高齢者保健事業で収集された既存情報を分析します。 

 

５． 個人情報の保護 

氏名等の個人を直接特定できる情報は、分析用データには含めず、厳重に管理します。また、研究

結果は対象集団の統計データとして報告されるため、研究成果を学会又は学術雑誌で発表する場合

も、個人情報が公開されることはありません。 

 



６． 研究に用いる情報の種類 

神戸市の認知症診断助成制度で収集された既存情報のみを使用します。詳細は別紙をご覧ください。 

①利用者属性情報（性別、年齢） 

②受診券申請情報 

③認知機能検診票 

④認知機能精密検査情報 

⑤事故救済制度登録情報 

 

７． 予定研究期間 

倫理審査承認日 ～ 2028 年３月 31 日 

 

８． 研究組織 

研究実施責任者 

神戸市福祉局（認知症担当部長 長谷川典子） 

 

９． お問い合わせ先 

本研究に関するご質問等ありましたら下記の連絡先まで、お問い合わせください。 

また、情報が本研究に用いられることについて、ご了承いただけない場合には研究対象から除外す

ることができます。その場合でも神戸市認知症診断助成制度の利用に関する不利益が生じることはあ

りません。（ただし、分析による統計データがすでに公表されている場合等、除外に応じられないこ

とがあります。） 

 

神戸市福祉局高齢福祉課 

住所 神戸市中央区加納町６－５－１ 

電話 078-322-5259 




